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一
方
で
、
こ
の
文
書
の
中
で
は
、
一
体

的
実
施
や
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
、
求
人
情

報
の
オ
ン
ラ
イ
ン
提
供
に
関
す
る
具
体
的

な
改
善
要
望
に
も
触
れ
ら
れ
て
お
り
、
具

体
的
な
連
携
策
に
つ
い
て
地
方
公
共
団
体

側
も
一
定
の
評
価
を
し
て
い
る
こ
と
が
見

て
取
れ
る
も
の
で
も
あ
り
ま
し
た
。

さ
て
、全
国
知
事
会
の
要
望
を
受
け
て
、

石
破
茂
地
方
創
生
担
当
大
臣
（
当
時
）
か

ら
も
、
求
職
者
と
求
人
者
に
と
っ
て
何
が

一
番
い
い
の
か
と
い
う
視
点
で
検
討
し
、

結
論
を
出
す
べ
き
と
の
見
解
が
示
さ
れ
、

内
閣
府
で
も
「
地
方
分
権
改
革
有
識
者
会

議
雇
用
対
策
部
会
」
が
開
か
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。
こ
の
メ
ン
バ
ー
に
は
、
行

政
法
の
専
門
家
を
部
会
長
に
し
つ
つ
、
政

治
学
者
、マ
ス
コ
ミ
の
論
説
委
員
に
加
え
、

労
働
行
政
に
詳
し
い
法
学
者
と
経
済
学
者

が
選
ば
れ
て
い
ま
す
。

部
会
で
は
、
鳥
取
県
の
平
井
知
事
、
厚

生
労
働
省
職
業
安
定
局
長
、
日
本
経
済
団

体
連
合
会
、
日
本
労
働
組
合
総
連
合
会
、

日
本
商
工
会
議
所
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
に
か
か
る

意
見
聴
取
が
行
わ
れ
、
ま
た
、
メ
ン
バ
ー

に
よ
る
埼
玉
県
と
埼
玉
労
働
局
の
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
特
区
施
設
へ
の
視
察
も
行
わ
れ
ま

し
た
。

ま
た
、
こ
の
議
論
と
並
行
し
て
、
全
国

知
事
会
よ
り
、「
地
方
版
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

制
度
を
創
設
す
る
こ
と
」、「
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
特
区
制
度
の
全
国
展
開
な
ど
に
よ
り
、

国
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
対
す
る
都
道
府
県

知
事
の
関
与
を
全
国
制
度
化
す
る
こ
と
」

と
い
っ
た
要
望
書
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
雇
用
対
策
部

会
に
お
け
る
３
回
の
議
論
を
経
て
、
平
成

27
年
12
月
に
「
雇
用
対
策
部
会
報
告
書
」

が
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。
こ
の
中
で
、「
求

職
者
・
求
人
企
業
に
と
っ
て
は
、
国
に
よ

る
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
な
く
し
て
し
ま

う
よ
り
は
、
維
持
す
る
方
が
メ
リ
ッ
ト
が

大
き
い
の
で
は
な
い
か
」
や
、「
今
後
起

こ
り
得
る
東
日
本
大
震
災
や
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
レ
ベ
ル
の
危
機
対
応
に
当
た
っ

て
は
、
引
き
続
き
国
が
雇
用
対
策
を
担
う

メ
リ
ッ
ト
が
大
き
い
」、
雇
用
保
険
に
関

し
て
は
「
地
方
に
移
管
し
、
雇
用
保
険
財

政
を
全
国
一
体
で
運
営
し
て
、
労
使
の
保

険
料
率
は
一
定
と
す
る
一
方
で
、
濫
給
防

止
は
地
方
負
担
を
導
入
す
る
こ
と
で
可
能

か
も
し
れ
な
い
が
、
そ
こ
ま
で
は
地
方
側

も
望
ま
な
い
の
で
は
な
い
か
」と
い
っ
た
、

こ
れ
ま
で
の
厚
生
労
働
省
の
主
張
に
対
す

る
一
定
の
理
解
も
認
め
ら
れ
ま
し
た
。

そ
の
上
で
、
①
知
事
が
国
の
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
を
＂実
際
上
、
都
道
府
県
の
組
織

と
し
て
活
用＂
で
き
る
枠
組
み
を
創
設
し
、

「
第
６
次
地
方
分
権
一
括
法
」の
施
行

〜
第
４
回
（
最
終
回
）　
成
立
ま
で
の
動
き
に
つ
い
て
〜

厚
生
労
働
省
ト
ピ
ッ
ク
ス
①�

（
職
業
安
定
局
）

　

第
3
回
ま
で
で
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務
・
権
限
の
地
方
公
共
団
体
へ
の
移
管
に
つ

い
て
、
検
討
開
始
か
ら
具
体
的
な
連
携
策
の
展
開
ま
で
を
説
明
し
ま
し
た
。

 　

最
終
回
で
は
、
そ
の
後
第
６
次
地
方
分
権
一
括
法
の
成
立
ま
で
の
動
き
を
紹
介
し
ま
す
。

１�　

�

成
果
と
課
題
の
検
証
の
開
始

国
と
地
方
公
共
団
体
の
連
携
策
に
係

る
累
次
の
閣
議
決
定
で
盛
り
込
ま
れ
て
い

た「
成
果
と
課
題
を
検
証
し
、ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
業
務
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
に
つ
い
て

引
き
続
き
検
討
す
る
」
こ
と
に
つ
い
て
、

平
成
27
年
度
に
具
体
的
に
動
き
出
す
こ
と

に
な
り
ま
し
た
。

全
国
知
事
会
が
、平
成
27
年
６
月
に「
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
等
の
成
果
と
課
題
の
検

証
に
つ
い
て
」
と
い
う
文
書
を
発
表
し
た

の
が
こ
の
契
機
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
中

で
は
、
一
体
的
実
施
事
業
の
一
定
の
成
果

を
認
め
つ
つ
も
、
国
と
地
方
自
治
体
の
寄

合
所
帯
で
地
方
公
共
団
体
の
意
向
が
十
分

に
反
映
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
、
こ
れ
が
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
に
な
る
と
意
思
疎
通
や

調
整
の
円
滑
化
が
図
れ
る
と
い
う
主
張
が

さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
上
で
さ
ら
に
、
知
事

の
指
示
権
が
あ
っ
て
も
国
の
法
令
や
予

算
、定
数
の
壁
が
あ
る
た
め
、ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
の
地
方
移
管
の
早
期
実
現
が
必
要
で
あ

り
、
国
に
お
い
て
も
成
果
と
課
題
の
検
証

を
早
急
に
行
う
よ
う
求
め
る
と
い
う
内
容

で
し
た
。
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国のハローワークの職員・組織をすべて地方に移管した場合の
問題点とそれに対する考え方

 ①　職業紹介の全国ネットワークが維持できなくなる
厚生労働省の意見 地方側の反論 反論に対する厚生労働省の見解 部会の考え方

求職者・求人者は、都道府
県を超えて、求職・募集活
動を行う。ハローワークを
地方移管すると、都道府県
間の求人が分断され、広域
的な職業紹介ができなくな
る。
➡就職の減少、失業者の増
大につながる恐れがある。
※�東京のハローワークで受理
した求人への就職の約４割
は東京都外の求職者（平成
25年度実績）

※�東京のハローワークで受理
した求人の約３割は勤務場
所が東京都外（平成 25年
度実績）

⑴全国ネットワーク
により情報が共有
される仕組みがあ
れば、職業紹介の
全国的な展開を維
持することは可能
ではないか。

⑵都道府県間による不
公正な「囲い込み」
が行われないよう、
何らかの法律上の
義務を課せばよい
のではないか。

⑴ある県のハローワークが求職者の相談を受
け、別の県の求人を担当するハローワーク
に求人企業との調整や指導を依頼するなど
の連携を日常的に行っているが、これは、
本省からハローワークへの統一的な指揮監
督を背景に職務上の義務として行っている
もの。地方移管した場合、ある県から別の
県に指揮監督（指示）を行うことは法制上
不可能であり、ハローワーク間と同様の連
携を円滑かつ迅速に行うことは望めないの
ではないか。
⑵都道府県の管轄外の求人等については情報
も少なく、対応に差が生じるのは自然。さ
らに、不公正な囲い込みを法律で禁止して
も、その判断は困難であり、実効性を担保
することはできないのではないか。

求職者・求人企業に
とっては、引き続き
国による制度の方が
メリットが大きいの
ではないか。

 ②　全国一斉の雇用対策が講じられなくなる
厚生労働省の意見 地方側の反論 反論に対する厚生労働省の見解 部会の考え方

国は都道府県に雇用対策に
関する指揮命令はできな
い。ハローワークを地方移
管すると、全国一斉・機動
的な雇用対策ができなくな
る。
（例�）リーマンショック後の
急激な雇用情勢悪化への
対応のため、雇用調整助
成金の迅速な要件緩和、
厚生労働本省の指示によ
る労働局・ハローワーク
が総力を挙げた求人開拓
（平成21年度は183.4万人
の求人を開拓）を実施。

全国的な職業紹介の
ネットワークへのアク
セスが確保されていれ
ば、東日本大震災のよ
うな突発的な事態に対
しても、地方自治体が
行う職業紹介により、
必要な対応を図ること
ができるのではない
か。地方は補正予算を
迅速に編成するなど、
国よりも機動的な対応
が可能。

突発的な事態に全国斉一的かつ迅速に対応す
るには、本省・労働局・ハローワークが一つ
の業務体系のもと指揮監督関係でつながり、
被災地外の地域も含めた就職支援、専門職員
の応援派遣を行うこと等により可能となって
いる。都道府県によって異なる業務体系が存
在する状況で、しかも要請にとどまる場合と
は機動性に大きな差がある。

今後起こり得る東日
本大震災やリーマン
ショックレベルの危機
対応に当たっては、
引き続き国が雇用対
策を担うメリットが
大きい。加えて、地
方ならではのきめ細
かな対応が併せて行
われることが利用者
にとっても望ましい
のではないか。

 ③　雇用保険の財政責任と運営主体の不一致
厚生労働省の意見 地方側の反論 反論に対する厚生労働省の見解 部会の考え方

保険集団を大きくしてリス
ク分散を図る観点から、国
が保険者となることが望ま
しい。雇用保険業務を自治
体に移管した場合、失業認
定と職業紹介を行う主体が
一致せず、財政責任を負わ
ずに自治体が失業認定事務
を実施することになる。
→失業給付の濫給、国民負
担の増大（保険料の引き上
げ・給付カット）につなが
る恐れがある。

⑴雇用保険の運営を
介護保険（各市町
村が保険者となり、
要介護認定も実施）
のように、なぜ地
方に任せられない
のか。

⑵都道府県が雇用保
険財政を共同で全
国一体で運営し、
失業認定を各都道
府県が行うことと
すれば、財政責任
と運営主体の不一
致は生じないので
はないか。

⑴介護保険でも、保険者と認定者は一致して
いる。また、介護保険は、雇用保険とは異
なり、職業紹介という保険事故を防止する
ための業務と一体的に実施するものではな
い（仮に、雇用行政の財政負担と認定業務、
さらに職業紹介を都道府県別に実施した場合、
青森県は東京都の７倍、全国の３倍の保険料が
必要となる（Ｈ18推計））。
⑵運営主体が共同体、認定が各都道府県では、
そもそも両主体は一致していない。
　また、給付率に応じて各都道府県の負担額
を変える仕組みとすると、仮に負担額を保
険料率に反映し、事業主の負担とした場合
には、景気の悪い地域では保険料の負担額
が高くなり、保険料率の高低が企業行動に
影響しうる点も懸念される。

地方に移管し、雇用
保険財政を全国一体
で運営して、労使の
保険料率は一定とす
る一方で、濫給防止
は地方負担を導入す
ることで可能かもし
れないが、ペナルティ
的な地方負担の導入
までは地方側は望ま
ないのではないか。
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②
地
方
版
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
設
置
権
限
を

移
譲
し
、
地
方
公
共
団
体
が
国
と
同
列
の

公
的
な
立
場
で
無
料
職
業
紹
介
事
業
を
実

施
で
き
る
こ
と
と
し
、
③
国
の
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
と
地
方
公
共
団
体
と
が
同
一
施
設

内
で
無
料
職
業
紹
介
及
び
相
談
業
務
等
を

行
う
「
利
用
者
の
視
点
に
立
っ
て
の
一
体

的
サ
ー
ビ
ス
」
の
提
供
を
全
国
的
か
つ
継

続
的
に
展
開
し
、
④
国
に
よ
る
支
援
を
拡

充
す
る
、と
い
う
結
論
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

雇
用
対
策
部
会
で
こ
の
よ
う
な
結
論

に
至
っ
た
の
は
、
厚
生
労
働
省
の
み
な
ら

ず
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
招
か
れ
た
労
使
の
団

体
や
労
働
行
政
に
詳
し
い
有
識
者
か
ら
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
を
国
が
運
営
す
る
こ
と
の

意
義
が
繰
り
返
し
説
明
さ
れ
た
こ
と
が
大

き
な
要
因
と
な
り
ま
し
た
。

２�　

�

閣
議
決
定

雇
用
対
策
部
会
報
告
書
を
受
け
て
、
平

成
27
年
12
月
22
日
に
「
平
成
27
年
の
地
方

か
ら
の
提
案
等
に
関
す
る
対
応
方
針
」
が

閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

部
会
報
告
書
の
①
を
受
け
る
内
容
と

し
て
、「
地
方
公
共
団
体
が
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
を
活
用
す
る
枠
組
み
」
と
し
た
上
で
、

雇
用
対
策
協
定
の
締
結
、
地
方
公
共
団
体

に
よ
る
国
に
対
す
る
要
請
の
仕
組
み
に
つ

い
て
法
律
上
の
根
拠
を
設
け
る
こ
と
、
②

を
受
け
る
も
の
と
し
て
、
地
方
版
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
を
「
地
方
公
共
団
体
が
自
ら
実
施

す
る
無
料
職
業
紹
介
」と
定
義
し
た
上
で
、

届
出
の
廃
止
、
事
業
停
止
命
令
・
職
業
紹

介
責
任
者
の
選
任
・
帳
簿
の
備
え
付
け
等

の
規
制
や
監
督
を
廃
止
す
る
こ
と
、
③
を

受
け
る
も
の
と
し
て
国
と
地
方
公
共
団

体
が
同
一
施
設
内
で
一
体
的
に
実
施
す

る
サ
ー
ビ
ス
を
法
定
化
し
た
上
で
継
続

的
に
実
施
す
る
こ
と
、
④
と
し
て
、
職
業

紹
介
等
に
か
か
る
地
方
公
共
団
体
の
職

員
の
知
識
・
能
力
の
向
上
を
図
る
た
め
、

必
要
な
研
修
の
実
施
に
国
が
協
力
す
る

ほ
か
国
と
地
方
公
共
団
体
間
で
の
人
事

交
流
を
推
進
す
る
こ
と
、
な
ど
が
盛
り
込

ま
れ
ま
し
た
。

そ
し
て
、こ
の
閣
議
決
定
に
お
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
の
関
係
す
る
累
次
の
閣
議
決
定

で
盛
り
込
ま
れ
て
い
た
、
各
種
連
携
策
の

成
果
と
課
題
を
検
証
し
、
そ
の
結
果
を
踏

ま
え
て
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務
・
権

限
の
地
方
公
共
団
体
へ
の
移
管
に
つ
い
て

検
討
す
る
旨
の
記
載
が
な
く
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
を
も
っ
て
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の

事
務
・
権
限
を
巡
る
地
方
公
共
団
体
と
の

長
い
検
討
に
一
定
の
決
着
が
つ
い
た
も
の

と
捉
え
て
い
ま
す
。

３�　

法
律
案
の
作
成
、
国
会
審
議

閣
議
決
定
を
踏
ま
え
て
作
成
さ
れ
た

職
業
安
定
法
と
雇
用
対
策
法
の
改
正
案
に

つ
い
て
は
、
第
１
回
で
説
明
し
た
と
お
り

で
す
が
、
も
う
一
つ
の
重
要
な
点
は
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
の
仕
組
み
を
廃
止
す
る

こ
と
と
し
た
こ
と
で
す
。
右
記
の
雇
用
対

策
部
会
報
告
書
の
①
に
つ
い
て
は
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
の
仕
組
み
を
念
頭
に
こ

れ
を
全
国
化
す
る
と
い
う
こ
と
が
主
眼
に

あ
り
ま
し
た
が
、
す
で
に
実
施
し
成
果
を

上
げ
て
い
た
雇
用
対
策
協
定
を
法
定
化
す

る
こ
と
で
対
応
す
る
と
い
う
結
論
に
至
っ

た
こ
と
に
よ
り
、「
全
国
２
か
所
で
試
行

的
に
」
行
わ
れ
て
い
た
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特

区
を
継
続
す
る
意
味
合
い
が
な
く
な
っ
た

こ
と
と
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
の
特
徴
で

あ
っ
た
指
示
権
の
行
使
の
実
績
を
見
て

も
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
国
に
対
す
る

要
請
の
仕
組
み
で
対
応
で
き
る
と
考
え
ら

れ
た
こ
と
が
理
由
で
す
。

な
お
、
法
案
の
作
成
に
当
た
っ
て
は
、

第
６
次
地
方
分
権
一
括
法
に
載
せ
る
こ
と

を
含
め
た
内
容
面
の
内
閣
府
と
の
調
整
は

も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
地
方
自
治
に
関
係
す

る
た
め
に
総
務
省
と
の
調
整
も
あ
り
、
さ

 ④　ILO 条約を守ることができなくなる
厚生労働省の意見 地方側の反論 反論に対する厚生労働省の見解 部会の考え方

I LO第 88号条約を守れな
くなる。
第２条　職業安定組織
は、国の機関の指揮監督
の下にある職業安定機関
の全国的体系で構成され
る。

外国では、地方自治
体や民間が職業紹介
を実施している例が
あるのではないか。

労働政策審議会において、二度にわたり、「地
方移管は我が国の批准する I LO第 88号条約
に明白に違反する」と明記した意見書が出さ
れており、ハローワークを地方移管した場合
に労働者団体が I LOへの提訴も辞さないと主
張。地方移管に伴う法改正の際には、労働政
策審議会に諮ることが求められるが、構成員
である公労使が一致して反対している以上、
理解を得ることが極めて困難。

―
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ら
に
各
地
方
団
体
の
要
望
と
の
す
り
あ
わ

せ
な
ど
、
多
数
の
関
係
者
と
の
調
整
を
要

す
る
も
の
と
な
り
ま
し
た
。
本
省
内
に
お

い
て
も
、
こ
の
法
案
の
作
成
の
た
め
に
課

室
の
枠
を
越
え
た
特
別
な
検
討
チ
ー
ム
が

作
ら
れ
、
地
方
分
権
を
所
管
す
る
公
共
職

業
安
定
所
運
営
企
画
室
が
そ
の
取
り
ま
と

め
役
と
な
っ
て
作
業
が
進
め
ら
れ
ま
し

た
。法

案
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
、
４
月
に
は

い
よ
い
よ
国
会
審
議
に
入
り
ま
し
た
。
国

会
で
主
に
論
点
に
な
っ
た
こ
と
の
一
つ

は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
地
方
版
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
は
二
重
行
政
に
な
る
の
で
は
な
い

か
、
と
い
う
も
の
で
し
た
。
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
が
職
業
紹
介
業
務
を
全
国
的
に
行
う

中
、
さ
ら
に
地
方
公
共
団
体
が
職
業
紹
介

を
自
由
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な

る
こ
と
は
行
政
効
率
を
害
す
る
の
で
は
な

い
か
と
い
う
観
点
で
す
。
こ
れ
に
つ
い
て

は
、
従
前
よ
り
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
、

国
は
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
駆
使
し
て
憲

法
上
の
勤
労
権
を
保
障
す
る
た
め
の
サ
ー

ビ
ス
を
実
施
し
、
地
方
版
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

は
そ
れ
に
上
乗
せ
し
て
、
地
域
の
個
別

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施

す
る
こ
と
で
、
国
民
・
住
民
に
と
っ
て
の

利
便
性
を
さ
ら
に
向
上
さ
せ
る
も
の
だ
と

整
理
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
国
会
で
も
同

じ
論
調
で
議
論
を
展
開
す
る
こ
と
が
で
き

た
結
果
、
国
は
勤
労
権
を
保
障
す
る
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
を
担
う
と
い
う
役
割
を
果

た
す
も
の
で
あ
る
旨
、
石
破
大
臣
か
ら
答

弁
が
さ
れ
る
こ
と
に
も
な
り
、
国
会
に
お

い
て
も
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
引
き
続
き
重
要

な
役
割
を
果
た
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
認

識
が
示
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

二
つ
目
の
主
な
論
点
は
、
地
方
版
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
に
対
す
る
規
制
の
在
り
方
に

つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
が
無
料
職
業
紹

介
を
民
間
委
託
す
る
場
合
に
は
民
間
に
対

す
る
規
制
が
引
き
続
き
必
要
で
あ
る
と
い

う
議
論
で
し
た
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
第
１

回
で
述
べ
た
と
お
り
、
そ
も
そ
も
地
方
公

共
団
体
が
民
間
企
業
に
委
託
す
る
場
合
に

は
従
来
の
規
制
を
課
す
こ
と
と
し
て
い
た

も
の
で
あ
り
、
こ
の
方
針
に
つ
い
て
も
、

国
会
に
お
い
て
も
同
様
の
考
え
方
で
進
め

る
べ
き
で
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
結
果

と
な
り
ま
し
た
。

法
案
審
議
は
、
衆
議
院
で
２
回
、
参
議

院
で
１
回
行
わ
れ
ま
し
た
。
共
産
党
の
み

が
反
対
し
ま
し
た
が
、
そ
の
理
由
は
、「
地

方
公
共
団
体
に
は
職
業
紹
介
の
ノ
ウ
ハ

ウ
、
十
分
な
体
制
が
な
く
、
結
局
、
民
間

人
材
ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
依
存
を
強
め
る
結
果

と
な
り
、
労
働
者
の
権
利
な
ど
が
十
分
守

ら
れ
な
い
可
能
性
が
あ
る
こ
と
、
今
、
国

が
行
う
べ
き
は
、
求
職
者
の
勤
労
権
を
保

障
す
る
た
め
に
、
国
の
責
任
で
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
の
体
制
を
強
化
す
る
こ
と
で
あ

る
」こ
と
で
あ
る
と
さ
れ
た
も
の
で
し
た
。

法
案
は
平
成
28
年
５
月
13
日
に
参
議

院
本
会
議
で
可
決
さ
れ
、成
立
し
ま
し
た
。

同
日
、
全
国
知
事
会
か
ら
も
「
地
方
分
権

改
革
の
長
年
の
課
題
で
あ
っ
た
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
の
地
方
移
管
に
つ
い
て
、
地
方
版

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
創
設
や
地
方
公
共
団
体

が
国
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
を
活
用
す
る
枠
組

み
の
創
設
等
、
地
方
分
権
改
革
の
大
き
な

前
進
が
図
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
」
と
の
声

明
が
発
表
さ
れ
て
い
ま
す
。

法
律
は
５
月
20
日
に
公
布
さ
れ
、
そ
の

３
か
月
後
で
あ
る
８
月
20
日
が
施
行
日
と

な
り
ま
し
た
。

４�　

ま
と
め

４
回
に
わ
た
り
、
清
流
の
誌
面
を
お
借

り
し
て
、
第
６
次
地
方
分
権
一
括
法
の
改

正
の
内
容
や
、
こ
こ
に
至
る
議
論
の
経
過

を
紹
介
し
ま
し
た
。
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務

の
事
務
・
権
限
を
地
方
公
共
団
体
に
移
管

す
る
こ
と
に
関
す
る
議
論
は
長
く
続
け
ら

れ
て
き
ま
し
た
が
、
よ
う
や
く
一
段
落
を

つ
け
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

今
回
の
決
着
に
至
っ
た
理
由
は
、
一
つ

に
は
、
権
限
移
管
に
反
対
す
る
厚
生
労
働

省
の
主
張
が
、
日
々
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の

取
組
み
や
、
地
方
公
共
団
体
と
の
各
種
の

連
携
策
を
実
施
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
外

部
の
方
に
も
実
証
的
に
理
解
さ
れ
た
と
い

う
こ
と
が
大
き
か
っ
た
の
で
は
な
い
か
と

考
え
て
い
ま
す
。
や
は
り
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

は
国
が
運
営
し
て
い
な
い
と
様
々
な
問
題

が
生
じ
る
と
い
う
こ
と
が
、
実
感
と
し
て

外
部
に
伝
わ
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
と

言
い
換
え
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。
そ
し
て

そ
の
よ
う
な
結
果
と
な
っ
た
の
は
、
言
う

ま
で
も
な
く
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
日
頃
か

ら
雇
用
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
と
し
て
の

役
割
を
果
た
し
て
い
る
と
い
う
実
績
が

あ
っ
た
か
ら
こ
そ
で
す
。

一
方
、見
方
を
変
え
れ
ば
、ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
が
し
っ
か
り
機
能
し
て
い
る
こ
と
が
外

か
ら
見
て
明
ら
か
で
な
か
っ
た
な
ら
ば
、

こ
の
よ
う
な
結
論
に
は
至
っ
て
い
な
か
っ

た
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。
今
回
の
結
論
は

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
機
能
や
果
た
し
て
い
る

役
割
が
国
民
か
ら
認
め
ら
れ
た
結
果
で
あ

る
と
捉
え
つ
つ
、
こ
れ
か
ら
も
、
地
方
公

共
団
体
と
連
携
を
深
め
、
地
域
に
と
っ
て

良
質
な
サ
ー
ビ
ス
を
よ
り
提
供
し
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
が
十
分
な
存
在
感
を
発
揮
し

て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。


